
した根拠をもつことができた。

[2]コンパクトシティ計画に携わる各主体の取り組みが共

通した流れのサイクルで実施されている点：①大学が研

究を行い、得られた客観的データに基づき提案を行う

（図1・図3,A）。②様々な立場の人々から構成される協

議会で①の提案に対する多面的な意見を聞き出す。③ 

①,②を反映し、市が定める計画や基本の指針を定める

（図1・図3,B）。④ ③を軸として具体的な事業や施設再

編を行う（図1・図3,C）。このように各主体の取り組み

がサイクルを形成していることが読みとれる（図3～

6）。サイクルに研究を取り込むことで、定量的な評価な

ど市の実情を具体的・科学的に示すことができた。

[3]事業や施設再編によって変化した都市状況を大学が研

究し、新たなサイクルに繋げている点（図1・図3,D）：

事業のフィードバックを行い、その反省を今後の方針や

新たなサイクルに活かすことが可能となった。

[4]取り組みの各段階で市民と関係主体の相互のかかわり

を形成している点：一般に都市集約の事業においては、

住民の理解・同意を得ることが非常に困難であり、事業

実行の大きな障壁となる。夕張市の場合、継続的に市民

との対話を行ったことで、市民からの同意を得ることが

できた。

[5]計画を市全体のビジョンからエリアごとのプラン、地

区ごとの施設とスケールダウンさせながら進めた点：段

階が進んでいくごとに市民のまちづくりにおけるリテラ

シーが向上したことが重なり、市民参加の場でより具体

的な意見やアイデアが提供されるようになり、計画や事

業の検討過程が充実していった。

　以上より、[1]～[5]の要点を押さえながらコンパクト

シティ形成を進行したことで一連の取り組みを実行する

ことができた。今後は公共施設や公営住宅における地区

内/地区外集約、廃止が求められる。これらについて、市

民との対話、定量的・定性的な評価がより重要となる。
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1.研究の背景と目的

　地方都市では人口が急激に減少し、かつての人口規模

の基に整備された都市構造、都市基盤を維持できなくなっ

ている。無秩序に低密化した都市は生活環境の悪化を招

き、都市基盤の更新は地方財政を圧迫する。そのため、

社会資本の再構築や行政サービスの効率化などを含めた

都市の再構成を行い、人口規模に即した集約型コンパク

トシティを形成することが求められている。

　北海道大学工学研究院都市地域デザイン学研究室（以

下、本研究室）では、国内でも特に深刻な財政的課題と

人口減少問題を抱える北海道夕張市を対象として集約型

コンパクトシティ形成に向けた研究を 2010 年から継続的

に行っている 1)2)。新たな都市構造の提案や市街地集約事

業など幅広いテーマを扱い、各取り組みについて定性的・

定量的評価を行ってきた。

　本論では、2026 年に財政再生団体の指定が外れる夕張

市の取り組みの総括として、研究・計画・事業が連関し

たプロセスを評価し、コンパクトシティ形成の方法論を

明らかにすることを目的とする。

2.研究の方法

　本論では、まず①本研究室で行った研究成果、②市に

よる計画・事業の取り組み、③新設・廃止施設等実施さ

れた事業を時系列で整理し、①～③の関係性及び全体像

を把握する（3章）。次に取り組みの過程の整理から、コ

ンパクトシティ計画の要点を考察する（4章）。最後に夕

張市での集約型コンパクトシティ形成に向けた研究・計

画・事業の展開プロセスとその要点を明らかにする。

3.コンパクトシティ計画の経緯の整理

　財政破綻した2007年から2023年の間に、本研究室が

行った研究成果、策定された計画、市の情勢に大きく影

響した事業を、時系列で整理した（図1）。

　～2009年:2007年に財政再建団体に指定され、公共サー

ビスや市の運営体制が見直された。この影響で、市民会

館や図書館、美術館などの公共施設が閉鎖となった。ま

た、2008年には夕張市の医療体制の方向性について本庁

地区にある診療所を移転する方針を検討し、地域医療ビ

ジョンが示された。

　2010年:本研究室が夕張市を対象とした研究を開始し

た。夕張市に適した集約型都市像の考察を行い、集約シ

ナリオごとの将来都市像を提案した。市内中学校が４校

から１校に合併され、生徒がバス通学になることを受け

夕鉄バスが路線再編を行った。

　2011年:2010年の研究を継続し、提案された都市像ごと

に実現される生活像についてアンケートで明らかになっ

たクオリティ・オブ・ライフ（以下、ＱＯＬ）を評価す

る8つの項目のもとに明らかにした。マスタープラン策定

委員会が発足され、夕張市の都市計画の方針や本研究室

の提案を参考とした将来都市像について協議を行った。

市内小学校が7校から1校に合併された。

　2012年:人口が少ないエリアにおいて地区レベルで都市

を集約する地区内集約が求められるとして、集約の需要

があった真谷地団地を対象に、市街地集約に向けたプラ

ンニング研究が始動した。対象住民へのアンケートとヒ

アリングにより住民が重視するＱＯＬの項目を明らかに

し団地集約の方向性を示した。都市計画マスタープラン

としてまちづくりマスタープラン（以後、マスタープラ

ン）が策定され、将来都市像に向けた中間目標を定め、

二段階での都市構造転換を行うとした。また、拠点地区

である清水沢に公営住宅を整備し、人口減少地区の住民

や市外からの通勤者を市中心部に呼び込んだ。

　2013年:研究において真谷地団地について住民へのヒア

リングを行い、住民と行政両方の意向を実現する、具体

的な移転計画を決定した。同年に移転を実行し、実際に

複数住棟を閉鎖・廃止した。

　2014年:前年に行った真谷地団地の集約事業による生活

環境・維持管理費用に関する効果の調査を行った。2012

年に引き続き清水沢に公営住宅を整備した。

　2015年:子どもや子育て世代の居場所不足の解消、小中

高校が立地し通学でバスを利用する学生も多い清水沢地

区において交通結節点の整備・強化を目的として、都市

拠点施設の計画が始動した。施設の計画にあたって大学

が市民に対しアンケート・ワークショップを行い夕張市

の拠点として求められる拠点像や機能を明らかにした。

同時期に夕張市としても庁内横断的検討会によって拠点

施設に対する方向性や機能について検討が行われた。

シューパロダムが竣工し、この影響で鹿島地区が非居住

地区となった。

　2016年:都市拠点施設における市民1人あたりの公共施

設面積の削減を図るためには機能の複合が不可欠である

とし、市民ワークショップによって機能の複合可能性を

市民や民間企業と協働で考察した。また、複合化による

公共施設の管理費削減効果を試算した。この内容を基に

都市拠点施設に関する基本計画が市から発表された。

　2017年:引き続きワークショップにて具体的な施設の配

置を計画した。また、十分な住宅供給が行われていない

ことによる社会減への対応策としての民間賃貸住宅に対

する運営補助施策の需要や効果を通勤者や市民へのヒア

リングとシミュレーションにより調査、考察した。

　2018年:立地適正化計画（以下、立適）の策定に向け

て、人口減少やまちの衰退が急速に進んでいるため2012

年に決定した将来都市像を更新する必要があるとして、

研究により複数の将来都市像を提案した。将来推計人

口、土砂災害警戒区域、公共施設立地などのデータをGIS

を用いて定量的に分析を行った。立適策定委員会を通し

て、市民と行政が都市像についての意見を交換すること

で、持続可能な都市運営を目指した。

　2019年:老朽化し利用が減少したインフラ・公共施設の

再編の効果を研究により試算した。立適が策定され、２

骨格軸３拠点の都市構造へ転換することを決定した。市

からの申し出により市内を走行していたＪＲ石勝線夕張

支線を廃線とし、代替バスの運行を開始した。

　2020年:地域コミュニティの維持に重要である町内会に

着目し、その運営状況と各地区の集会施設の利用状況を

調査、居住誘導区域との関係を考察した。都市拠点複合

施設「りすた」が竣工した。

　2021年:公共施設再編の手法と効果の研究を発展させ、

市内各施設の今後の運営方針を市と本研究室とが協働し

て決定した。また、ワークショップを通し各拠点地区の

中心エリアにおける公共施設再編のあり方を考察した。

　2022年:拠点地区に立地する公共施設の機能に着目し、

公共施設再編の方向性を考察した。2019年からの研究内

容を反映した夕張市コンパクトシティ構想、公共施設等

総合管理計画が策定された。また、市立診療所を若菜地

区に移転した。

　2023年:夕張市庁舎建設基本構想により、老朽化が進み

耐震性が低下した市庁舎を清水沢地区に移転する計画を

進める方針を示した。

　以上より、コンパクトシティ形成の大筋として、マス

タープランの策定、都市拠点の整備、地区内集約の３つ

の過程（図2）が行われていることがわかる。コンパクト

シティ形成の３つの過程では、研究による実態に基づい

た調査から今後の方向性を提案し、計画・事業が行われ

ていることがわかる。

4.経緯から読み取れるコンパクトシティ計画の要点

　図1、図2より、夕張市のコンパクトシティ計画におけ

る５つの要点を読み取ることができる。

[1]大学の研究と市による計画に関して、長期にわたって

一貫した指標や方針を採用している点：研究をベースと

した指標やマスタープランの２段階集約の方針を継続的

に提示したことにより、それぞれの主体が各過程で共通
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した根拠をもつことができた。

[2]コンパクトシティ計画に携わる各主体の取り組みが共

通した流れのサイクルで実施されている点：①大学が研

究を行い、得られた客観的データに基づき提案を行う

（図1・図3,A）。②様々な立場の人々から構成される協

議会で①の提案に対する多面的な意見を聞き出す。③ 

①,②を反映し、市が定める計画や基本の指針を定める

（図1・図3,B）。④ ③を軸として具体的な事業や施設再

編を行う（図1・図3,C）。このように各主体の取り組み

がサイクルを形成していることが読みとれる（図3～

6）。サイクルに研究を取り込むことで、定量的な評価な

ど市の実情を具体的・科学的に示すことができた。

[3]事業や施設再編によって変化した都市状況を大学が研

究し、新たなサイクルに繋げている点（図1・図3,D）：

事業のフィードバックを行い、その反省を今後の方針や

新たなサイクルに活かすことが可能となった。

[4]取り組みの各段階で市民と関係主体の相互のかかわり

を形成している点：一般に都市集約の事業においては、

住民の理解・同意を得ることが非常に困難であり、事業

実行の大きな障壁となる。夕張市の場合、継続的に市民

との対話を行ったことで、市民からの同意を得ることが

できた。

[5]計画を市全体のビジョンからエリアごとのプラン、地

区ごとの施設とスケールダウンさせながら進めた点：段

階が進んでいくごとに市民のまちづくりにおけるリテラ

シーが向上したことが重なり、市民参加の場でより具体

的な意見やアイデアが提供されるようになり、計画や事

業の検討過程が充実していった。

　以上より、[1]～[5]の要点を押さえながらコンパクト

シティ形成を進行したことで一連の取り組みを実行する

ことができた。今後は公共施設や公営住宅における地区

内/地区外集約、廃止が求められる。これらについて、市

民との対話、定量的・定性的な評価がより重要となる。

1.研究の背景と目的

　地方都市では人口が急激に減少し、かつての人口規模

の基に整備された都市構造、都市基盤を維持できなくなっ

ている。無秩序に低密化した都市は生活環境の悪化を招

き、都市基盤の更新は地方財政を圧迫する。そのため、

社会資本の再構築や行政サービスの効率化などを含めた

都市の再構成を行い、人口規模に即した集約型コンパク

トシティを形成することが求められている。

　北海道大学工学研究院都市地域デザイン学研究室（以

下、本研究室）では、国内でも特に深刻な財政的課題と

人口減少問題を抱える北海道夕張市を対象として集約型

コンパクトシティ形成に向けた研究を 2010 年から継続的

に行っている 1)2)。新たな都市構造の提案や市街地集約事

業など幅広いテーマを扱い、各取り組みについて定性的・

定量的評価を行ってきた。

　本論では、2026 年に財政再生団体の指定が外れる夕張

市の取り組みの総括として、研究・計画・事業が連関し

たプロセスを評価し、コンパクトシティ形成の方法論を

明らかにすることを目的とする。

2.研究の方法

　本論では、まず①本研究室で行った研究成果、②市に

よる計画・事業の取り組み、③新設・廃止施設等実施さ

れた事業を時系列で整理し、①～③の関係性及び全体像

を把握する（3章）。次に取り組みの過程の整理から、コ

ンパクトシティ計画の要点を考察する（4章）。最後に夕

張市での集約型コンパクトシティ形成に向けた研究・計

画・事業の展開プロセスとその要点を明らかにする。

3.コンパクトシティ計画の経緯の整理

　財政破綻した2007年から2023年の間に、本研究室が

行った研究成果、策定された計画、市の情勢に大きく影

響した事業を、時系列で整理した（図1）。

　～2009年:2007年に財政再建団体に指定され、公共サー

ビスや市の運営体制が見直された。この影響で、市民会

館や図書館、美術館などの公共施設が閉鎖となった。ま

た、2008年には夕張市の医療体制の方向性について本庁

地区にある診療所を移転する方針を検討し、地域医療ビ

ジョンが示された。

　2010年:本研究室が夕張市を対象とした研究を開始し

た。夕張市に適した集約型都市像の考察を行い、集約シ

ナリオごとの将来都市像を提案した。市内中学校が４校

から１校に合併され、生徒がバス通学になることを受け

夕鉄バスが路線再編を行った。

　2011年:2010年の研究を継続し、提案された都市像ごと

に実現される生活像についてアンケートで明らかになっ

たクオリティ・オブ・ライフ（以下、ＱＯＬ）を評価す

る8つの項目のもとに明らかにした。マスタープラン策定

委員会が発足され、夕張市の都市計画の方針や本研究室

の提案を参考とした将来都市像について協議を行った。

市内小学校が7校から1校に合併された。

　2012年:人口が少ないエリアにおいて地区レベルで都市

を集約する地区内集約が求められるとして、集約の需要

があった真谷地団地を対象に、市街地集約に向けたプラ

ンニング研究が始動した。対象住民へのアンケートとヒ

アリングにより住民が重視するＱＯＬの項目を明らかに

し団地集約の方向性を示した。都市計画マスタープラン

としてまちづくりマスタープラン（以後、マスタープラ

ン）が策定され、将来都市像に向けた中間目標を定め、

二段階での都市構造転換を行うとした。また、拠点地区

である清水沢に公営住宅を整備し、人口減少地区の住民

や市外からの通勤者を市中心部に呼び込んだ。

　2013年:研究において真谷地団地について住民へのヒア

リングを行い、住民と行政両方の意向を実現する、具体

的な移転計画を決定した。同年に移転を実行し、実際に

複数住棟を閉鎖・廃止した。

　2014年:前年に行った真谷地団地の集約事業による生活

環境・維持管理費用に関する効果の調査を行った。2012

年に引き続き清水沢に公営住宅を整備した。

　2015年:子どもや子育て世代の居場所不足の解消、小中

高校が立地し通学でバスを利用する学生も多い清水沢地

区において交通結節点の整備・強化を目的として、都市

拠点施設の計画が始動した。施設の計画にあたって大学

が市民に対しアンケート・ワークショップを行い夕張市

の拠点として求められる拠点像や機能を明らかにした。

同時期に夕張市としても庁内横断的検討会によって拠点

施設に対する方向性や機能について検討が行われた。

シューパロダムが竣工し、この影響で鹿島地区が非居住

地区となった。

　2016年:都市拠点施設における市民1人あたりの公共施

設面積の削減を図るためには機能の複合が不可欠である

とし、市民ワークショップによって機能の複合可能性を

市民や民間企業と協働で考察した。また、複合化による

公共施設の管理費削減効果を試算した。この内容を基に

都市拠点施設に関する基本計画が市から発表された。

　2017年:引き続きワークショップにて具体的な施設の配

置を計画した。また、十分な住宅供給が行われていない

ことによる社会減への対応策としての民間賃貸住宅に対

する運営補助施策の需要や効果を通勤者や市民へのヒア

リングとシミュレーションにより調査、考察した。

　2018年:立地適正化計画（以下、立適）の策定に向け

て、人口減少やまちの衰退が急速に進んでいるため2012

年に決定した将来都市像を更新する必要があるとして、

研究により複数の将来都市像を提案した。将来推計人

口、土砂災害警戒区域、公共施設立地などのデータをGIS

を用いて定量的に分析を行った。立適策定委員会を通し

て、市民と行政が都市像についての意見を交換すること

で、持続可能な都市運営を目指した。

　2019年:老朽化し利用が減少したインフラ・公共施設の

再編の効果を研究により試算した。立適が策定され、２

骨格軸３拠点の都市構造へ転換することを決定した。市

からの申し出により市内を走行していたＪＲ石勝線夕張

支線を廃線とし、代替バスの運行を開始した。

　2020年:地域コミュニティの維持に重要である町内会に

着目し、その運営状況と各地区の集会施設の利用状況を

調査、居住誘導区域との関係を考察した。都市拠点複合

施設「りすた」が竣工した。

　2021年:公共施設再編の手法と効果の研究を発展させ、

市内各施設の今後の運営方針を市と本研究室とが協働し

て決定した。また、ワークショップを通し各拠点地区の

中心エリアにおける公共施設再編のあり方を考察した。

　2022年:拠点地区に立地する公共施設の機能に着目し、

公共施設再編の方向性を考察した。2019年からの研究内

容を反映した夕張市コンパクトシティ構想、公共施設等

総合管理計画が策定された。また、市立診療所を若菜地

区に移転した。

　2023年:夕張市庁舎建設基本構想により、老朽化が進み

耐震性が低下した市庁舎を清水沢地区に移転する計画を

進める方針を示した。

　以上より、コンパクトシティ形成の大筋として、マス

タープランの策定、都市拠点の整備、地区内集約の３つ

の過程（図2）が行われていることがわかる。コンパクト

シティ形成の３つの過程では、研究による実態に基づい

た調査から今後の方向性を提案し、計画・事業が行われ

ていることがわかる。

4.経緯から読み取れるコンパクトシティ計画の要点

　図1、図2より、夕張市のコンパクトシティ計画におけ

る５つの要点を読み取ることができる。

[1]大学の研究と市による計画に関して、長期にわたって

一貫した指標や方針を採用している点：研究をベースと

した指標やマスタープランの２段階集約の方針を継続的

に提示したことにより、それぞれの主体が各過程で共通

<参考文献>　1) 瀬戸口剛:「集約型都市へ向けた市民意向に基づく将来都市像

の類型化-夕張市都市計画マスタープラン策定における市街地集約型プランニ

ング-」,2014　2) 瀬戸口剛:「コンパクトシティ形成に向けた住宅団地集約化

の相互計画プロセスと評価」,2016 3)夕張市:夕張市まちづくりマスタープラ

ン,2012 4)夕張市:夕張市複合拠点施設基本計画,2017 5)夕張市:夕張市立地適

正化計画,2021 6)夕張市:公共施設等総合管理計画,2022 7)夕張市:夕張市庁舎

建設基本構想,2023 8)長尾美幸:地方小都市における住民の生活意向に基づい

た集約型都市像の計画研究,2010 9)生沼貴文:地方小都市における集約型都市

像に向けた地域再編アセスメント研究,2010 10)岡部優希:人口激減都市夕張に

おける縮小型都市像にむけた相互プランニングプロセス,2011 11)長尾美幸:人

口激減都市におけるコンパクトシティ計画と地区内集約化に向けた計画論

,2012 12)加持亮輔:夕張市における市街地集約化の方法論,2013 13)尾門あい

り:人口激減都市における市街地集約化のシナリオと事業評価,2014 14)佐藤愛

実:集約型コンパクトシティ形成に向けて市民活動を複合化する都市拠点複合

施設の計画手法,2017 15)松田かりん:公営住宅比率の高い地方小都市における

民間賃貸住宅施策の役割,2017 16)樫村圭亮:コンパクトシティ形成に向けた公

共施設再編による都市拠点複合施設の計画論,2017 17)小原史:人口減少都市に

おけるコンパクトシティゆうばり2040の提案,2018 18)佐野健太:立地適正化計

画に向けた居住誘導区域の設定に伴うインフラ縮減効果,2019 19)小原史:非線

引き人口減少都市にける将来人口推計に基づく居住誘導区域の設定手法,2020 

20)上木翔太:立地適正化計画における都市機能誘導に向けた公共施設再編プラ

ンニング,2021

図
1
．
夕
張
市
に
お
け
る
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
計
画
の
変
遷

年
20

61
20

71
20

81
20

91
20

02
20

12
20

22
口

人
(

)
人

9,
520

8,
846

8,
212

8,
940

7,
447

7,
203

6,
959

ト
ー
ケ
ン
ア

プ
ッ
ョ
シ
ク
ー
ワ

ト
ー
ケ
ン
ア

グ
ン
リ
ア
ヒ

案
提
の
点
観
の
約
集  A

案
提
の
像
市
都
来
将  A

の
編
再
設
施
共
公

証
検
の
果
効
と
法
手

の
設
施
合
複
点
拠
市
都

画
計
の
能
機
と
割
役

の
策
施
宅
住
貸
賃
間
民

査
調
の
果
効

り
ば
う
ゆ
ィ
テ
シ
トク

パ
ン
コ

案
提
の0402

市
民
の
考
え
る
拠
点
像
に
沿
っ
た

機
能
の
複
合
と
配
置
の
計
画

助
補
宅
住
貸
賃
間
民

察
考
の
果

効
と
要
需
の
業
事

た
し
に
と
も
を
タ
ー
デSIG

案
提
の
像
市
都
来
将

の
約
集
設
施
共
公・ラ

フ
ン
イ

算
試
の
果
効
と
成
作
ト
ー
ャ
チ
ー
ロ
フ

市
張
夕

想
構
ィ
テ
シ
トク

パ
ン
コ

工
竣
た
す
り

等
設
施
共
公

画
計
理
管
合
総

線
廃RJ

転
移
所
療
診
立
市

始
開
用
運
ス
バ
替
代RJ

た
し
即
に
動
変

口
人

す
指
目
を
りく

づ
ち
ま
い
強
に
害
災

会
員
委
定
策

来
将
の
点

拠3
軸
格
骨2

換
変

の
へ
像
市
都

画
計
化
正
適
地
立

画
計
本
基
種
各

研
究

事
業会
議
協 計
画

施
設
通
交
ス
バ

B
画
計
た
し
映
反
を
向
意
民
市  B

行
実
の
業
事
約
集
能
機
市
都  C

展
発
の
約
集
能
機  D

B

行
実
の
業
事
設
建  C

供
提

見
意

案
提
の
針
方
約
集  A

20
32

6,
69

8 市
張
夕

想
構
本
基
設
建
舎
庁

 

16
 

   
 

 
                                

 

年
~2

00
9

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

人
口

(人
)

11
,6

33
11

,2
13

10
,8

39
10

,4
71

10
,1

30
9,

76
5

             

意
見
提
供

市
民
参
加

ア
ン
ケ
ー
ト

ヒ
ア
リ
ン
グ

ア
ン
ケ
ー
ト

ア
ン
ケ
ー
ト

ヒ
ア
リ
ン
グ

ア
ン
ケ
ー
ト

A　
都
市
像
の
提
案

夕
張
市
に
適
し
た
集
約
型

都
市
像
の
考
察

市
街
地
集
約
に
向
け
た

プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

市
街
地
集
約
の
効
果
と

各
種
評
価

5パ
タ
ー
ン
の
集
約
シ
ナ
リ
オ

策
定
委
員
会

市
民

 

企
業

N
P

O
 

活
動

団
体

行
政

 

将
来

像
の

共
有
化

 
協

働
の

ま
ち
づ
く
り
 

ま
ち
づ
くり

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 公
営
住
宅
整
備

真
谷
地
団
地
集
約

住
民
意
向
を
反
映
し
た

効
果
的
な
集
約
パ
タ
ー
ン
の
提
案

集
約
に
よ
る
生
活
環
境
向
上・

維
持
管
理
費
削
減
効
果
を
調
査

公
営
住
宅
整
備

市
内
中
学
校
統
合

市
内
小
学
校
統
合

市
内
中
学
校
統
合

夕
鉄
バ
ス
路
線
再
編

2段
階
で
の
都
市
構
造
転
換

研
究

事
業

協
議
会

計
画

地
域
医
療
ビ
ジ
ョ
ン

診
療
所
移
転
方
針
検
討

会
館・
図
書
館
等
廃
止

財
政
再
建
団
体
指
定

20
07

施
設

バ
ス
交
通

B

C 
 地
域
内
再
編
の
実
行

D 
 事
業
の
評
価

C 
 拠
点
へ
の
集
約

C 
 地
域
内
再
編
の
実
行

継
続

20
08

20
51

9,
263

ら
か
備
整
宅
住
営
公  D

展
発
の
へ
備
整
賃
民   

の
設
施
合
複
点
拠
市
都

画
計
の
能
機
と
割
役

会
員
委
的
断
横
内
庁

工
竣
ム
ダ
ロ
パ
ー
ュ
シ20
14
-2
01
6



した根拠をもつことができた。

[2]コンパクトシティ計画に携わる各主体の取り組みが共

通した流れのサイクルで実施されている点：①大学が研

究を行い、得られた客観的データに基づき提案を行う

（図1・図3,A）。②様々な立場の人々から構成される協

議会で①の提案に対する多面的な意見を聞き出す。③ 

①,②を反映し、市が定める計画や基本の指針を定める

（図1・図3,B）。④ ③を軸として具体的な事業や施設再

編を行う（図1・図3,C）。このように各主体の取り組み

がサイクルを形成していることが読みとれる（図3～

6）。サイクルに研究を取り込むことで、定量的な評価な

ど市の実情を具体的・科学的に示すことができた。

[3]事業や施設再編によって変化した都市状況を大学が研

究し、新たなサイクルに繋げている点（図1・図3,D）：

事業のフィードバックを行い、その反省を今後の方針や

新たなサイクルに活かすことが可能となった。

[4]取り組みの各段階で市民と関係主体の相互のかかわり

を形成している点：一般に都市集約の事業においては、

住民の理解・同意を得ることが非常に困難であり、事業

実行の大きな障壁となる。夕張市の場合、継続的に市民

との対話を行ったことで、市民からの同意を得ることが

できた。

[5]計画を市全体のビジョンからエリアごとのプラン、地

区ごとの施設とスケールダウンさせながら進めた点：段

階が進んでいくごとに市民のまちづくりにおけるリテラ

シーが向上したことが重なり、市民参加の場でより具体

的な意見やアイデアが提供されるようになり、計画や事

業の検討過程が充実していった。

　以上より、[1]～[5]の要点を押さえながらコンパクト

シティ形成を進行したことで一連の取り組みを実行する

ことができた。今後は公共施設や公営住宅における地区

内/地区外集約、廃止が求められる。これらについて、市

民との対話、定量的・定性的な評価がより重要となる。

1.研究の背景と目的

　地方都市では人口が急激に減少し、かつての人口規模

の基に整備された都市構造、都市基盤を維持できなくなっ

ている。無秩序に低密化した都市は生活環境の悪化を招

き、都市基盤の更新は地方財政を圧迫する。そのため、

社会資本の再構築や行政サービスの効率化などを含めた

都市の再構成を行い、人口規模に即した集約型コンパク

トシティを形成することが求められている。

　北海道大学工学研究院都市地域デザイン学研究室（以

下、本研究室）では、国内でも特に深刻な財政的課題と

人口減少問題を抱える北海道夕張市を対象として集約型

コンパクトシティ形成に向けた研究を 2010 年から継続的

に行っている 1)2)。新たな都市構造の提案や市街地集約事

業など幅広いテーマを扱い、各取り組みについて定性的・

定量的評価を行ってきた。

　本論では、2026 年に財政再生団体の指定が外れる夕張

市の取り組みの総括として、研究・計画・事業が連関し

たプロセスを評価し、コンパクトシティ形成の方法論を

明らかにすることを目的とする。

2.研究の方法

　本論では、まず①本研究室で行った研究成果、②市に

よる計画・事業の取り組み、③新設・廃止施設等実施さ

れた事業を時系列で整理し、①～③の関係性及び全体像

を把握する（3章）。次に取り組みの過程の整理から、コ

ンパクトシティ計画の要点を考察する（4章）。最後に夕

張市での集約型コンパクトシティ形成に向けた研究・計

画・事業の展開プロセスとその要点を明らかにする。

3.コンパクトシティ計画の経緯の整理

　財政破綻した2007年から2023年の間に、本研究室が

行った研究成果、策定された計画、市の情勢に大きく影

響した事業を、時系列で整理した（図1）。

　～2009年:2007年に財政再建団体に指定され、公共サー

ビスや市の運営体制が見直された。この影響で、市民会

館や図書館、美術館などの公共施設が閉鎖となった。ま

た、2008年には夕張市の医療体制の方向性について本庁

地区にある診療所を移転する方針を検討し、地域医療ビ

ジョンが示された。

　2010年:本研究室が夕張市を対象とした研究を開始し

た。夕張市に適した集約型都市像の考察を行い、集約シ

ナリオごとの将来都市像を提案した。市内中学校が４校

から１校に合併され、生徒がバス通学になることを受け

夕鉄バスが路線再編を行った。

　2011年:2010年の研究を継続し、提案された都市像ごと

に実現される生活像についてアンケートで明らかになっ

たクオリティ・オブ・ライフ（以下、ＱＯＬ）を評価す

る8つの項目のもとに明らかにした。マスタープラン策定

委員会が発足され、夕張市の都市計画の方針や本研究室

の提案を参考とした将来都市像について協議を行った。

市内小学校が7校から1校に合併された。

　2012年:人口が少ないエリアにおいて地区レベルで都市

を集約する地区内集約が求められるとして、集約の需要

があった真谷地団地を対象に、市街地集約に向けたプラ

ンニング研究が始動した。対象住民へのアンケートとヒ

アリングにより住民が重視するＱＯＬの項目を明らかに

し団地集約の方向性を示した。都市計画マスタープラン

としてまちづくりマスタープラン（以後、マスタープラ

ン）が策定され、将来都市像に向けた中間目標を定め、

二段階での都市構造転換を行うとした。また、拠点地区

である清水沢に公営住宅を整備し、人口減少地区の住民

や市外からの通勤者を市中心部に呼び込んだ。

　2013年:研究において真谷地団地について住民へのヒア

リングを行い、住民と行政両方の意向を実現する、具体

的な移転計画を決定した。同年に移転を実行し、実際に

複数住棟を閉鎖・廃止した。

　2014年:前年に行った真谷地団地の集約事業による生活

環境・維持管理費用に関する効果の調査を行った。2012

年に引き続き清水沢に公営住宅を整備した。

　2015年:子どもや子育て世代の居場所不足の解消、小中

高校が立地し通学でバスを利用する学生も多い清水沢地

区において交通結節点の整備・強化を目的として、都市

拠点施設の計画が始動した。施設の計画にあたって大学

が市民に対しアンケート・ワークショップを行い夕張市

の拠点として求められる拠点像や機能を明らかにした。

同時期に夕張市としても庁内横断的検討会によって拠点

施設に対する方向性や機能について検討が行われた。

シューパロダムが竣工し、この影響で鹿島地区が非居住

地区となった。

　2016年:都市拠点施設における市民1人あたりの公共施

設面積の削減を図るためには機能の複合が不可欠である

とし、市民ワークショップによって機能の複合可能性を

市民や民間企業と協働で考察した。また、複合化による

公共施設の管理費削減効果を試算した。この内容を基に

都市拠点施設に関する基本計画が市から発表された。

　2017年:引き続きワークショップにて具体的な施設の配

置を計画した。また、十分な住宅供給が行われていない

ことによる社会減への対応策としての民間賃貸住宅に対

する運営補助施策の需要や効果を通勤者や市民へのヒア

リングとシミュレーションにより調査、考察した。

　2018年:立地適正化計画（以下、立適）の策定に向け

て、人口減少やまちの衰退が急速に進んでいるため2012

年に決定した将来都市像を更新する必要があるとして、

研究により複数の将来都市像を提案した。将来推計人

口、土砂災害警戒区域、公共施設立地などのデータをGIS

を用いて定量的に分析を行った。立適策定委員会を通し

て、市民と行政が都市像についての意見を交換すること

で、持続可能な都市運営を目指した。

　2019年:老朽化し利用が減少したインフラ・公共施設の

再編の効果を研究により試算した。立適が策定され、２

骨格軸３拠点の都市構造へ転換することを決定した。市

からの申し出により市内を走行していたＪＲ石勝線夕張

支線を廃線とし、代替バスの運行を開始した。

　2020年:地域コミュニティの維持に重要である町内会に

着目し、その運営状況と各地区の集会施設の利用状況を

調査、居住誘導区域との関係を考察した。都市拠点複合

施設「りすた」が竣工した。

　2021年:公共施設再編の手法と効果の研究を発展させ、

市内各施設の今後の運営方針を市と本研究室とが協働し

て決定した。また、ワークショップを通し各拠点地区の

中心エリアにおける公共施設再編のあり方を考察した。

　2022年:拠点地区に立地する公共施設の機能に着目し、

公共施設再編の方向性を考察した。2019年からの研究内

容を反映した夕張市コンパクトシティ構想、公共施設等

総合管理計画が策定された。また、市立診療所を若菜地

区に移転した。

　2023年:夕張市庁舎建設基本構想により、老朽化が進み

耐震性が低下した市庁舎を清水沢地区に移転する計画を

進める方針を示した。

　以上より、コンパクトシティ形成の大筋として、マス

タープランの策定、都市拠点の整備、地区内集約の３つ

の過程（図2）が行われていることがわかる。コンパクト

シティ形成の３つの過程では、研究による実態に基づい

た調査から今後の方向性を提案し、計画・事業が行われ

ていることがわかる。

4.経緯から読み取れるコンパクトシティ計画の要点

　図1、図2より、夕張市のコンパクトシティ計画におけ

る５つの要点を読み取ることができる。

[1]大学の研究と市による計画に関して、長期にわたって

一貫した指標や方針を採用している点：研究をベースと

した指標やマスタープランの２段階集約の方針を継続的

に提示したことにより、それぞれの主体が各過程で共通
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図 2．コンパクトシティ形成の 3つの過程 図 4．マスタープラン策定に向けた取り組みにおけるサイクル

[ 計画 ] 市内各地の公営住宅において長寿命化計画を策定
[ 事業 ] シナリオを基に真谷地団地集約を実行

[ 事業 ] 都市拠点複合施設「りすた」を建設
【郊外地区の集約】
[ 研究 ] 住民が重視する生活像を調査し、シナリオを作成

【都市拠点の整備】
[ 研究 ] 市民とワークショップを行い、都市拠点複合施設
　　　  の機能や配置を計画
[ 計画 ] ワークショップ結果を基に各種基本計画を策定

【マスタープランの策定】
[ 研究 ] 市民が求めるまちの姿・将来像をQOL の項目毎
          　に聞き取り、それが実現しうる将来都市像を提案
[ 計画 ] 将来都市像を参考にマスタープランを策定

図 3．各主体によって形成されるサイクル



した根拠をもつことができた。

[2]コンパクトシティ計画に携わる各主体の取り組みが共

通した流れのサイクルで実施されている点：①大学が研

究を行い、得られた客観的データに基づき提案を行う

（図1・図3,A）。②様々な立場の人々から構成される協

議会で①の提案に対する多面的な意見を聞き出す。③ 

①,②を反映し、市が定める計画や基本の指針を定める

（図1・図3,B）。④ ③を軸として具体的な事業や施設再

編を行う（図1・図3,C）。このように各主体の取り組み

がサイクルを形成していることが読みとれる（図3～

6）。サイクルに研究を取り込むことで、定量的な評価な

ど市の実情を具体的・科学的に示すことができた。

[3]事業や施設再編によって変化した都市状況を大学が研

究し、新たなサイクルに繋げている点（図1・図3,D）：

事業のフィードバックを行い、その反省を今後の方針や

新たなサイクルに活かすことが可能となった。

[4]取り組みの各段階で市民と関係主体の相互のかかわり

を形成している点：一般に都市集約の事業においては、

住民の理解・同意を得ることが非常に困難であり、事業

実行の大きな障壁となる。夕張市の場合、継続的に市民

との対話を行ったことで、市民からの同意を得ることが

できた。

[5]計画を市全体のビジョンからエリアごとのプラン、地

区ごとの施設とスケールダウンさせながら進めた点：段

階が進んでいくごとに市民のまちづくりにおけるリテラ

シーが向上したことが重なり、市民参加の場でより具体

的な意見やアイデアが提供されるようになり、計画や事

業の検討過程が充実していった。

　以上より、[1]～[5]の要点を押さえながらコンパクト

シティ形成を進行したことで一連の取り組みを実行する

ことができた。今後は公共施設や公営住宅における地区

内/地区外集約、廃止が求められる。これらについて、市

民との対話、定量的・定性的な評価がより重要となる。

1.研究の背景と目的

　地方都市では人口が急激に減少し、かつての人口規模

の基に整備された都市構造、都市基盤を維持できなくなっ

ている。無秩序に低密化した都市は生活環境の悪化を招

き、都市基盤の更新は地方財政を圧迫する。そのため、

社会資本の再構築や行政サービスの効率化などを含めた

都市の再構成を行い、人口規模に即した集約型コンパク

トシティを形成することが求められている。

　北海道大学工学研究院都市地域デザイン学研究室（以

下、本研究室）では、国内でも特に深刻な財政的課題と

人口減少問題を抱える北海道夕張市を対象として集約型

コンパクトシティ形成に向けた研究を 2010 年から継続的

に行っている 1)2)。新たな都市構造の提案や市街地集約事

業など幅広いテーマを扱い、各取り組みについて定性的・

定量的評価を行ってきた。

　本論では、2026 年に財政再生団体の指定が外れる夕張

市の取り組みの総括として、研究・計画・事業が連関し

たプロセスを評価し、コンパクトシティ形成の方法論を

明らかにすることを目的とする。

2.研究の方法

　本論では、まず①本研究室で行った研究成果、②市に

よる計画・事業の取り組み、③新設・廃止施設等実施さ

れた事業を時系列で整理し、①～③の関係性及び全体像

を把握する（3章）。次に取り組みの過程の整理から、コ

ンパクトシティ計画の要点を考察する（4章）。最後に夕

張市での集約型コンパクトシティ形成に向けた研究・計

画・事業の展開プロセスとその要点を明らかにする。

3.コンパクトシティ計画の経緯の整理

　財政破綻した2007年から2023年の間に、本研究室が

行った研究成果、策定された計画、市の情勢に大きく影

響した事業を、時系列で整理した（図1）。

　～2009年:2007年に財政再建団体に指定され、公共サー

ビスや市の運営体制が見直された。この影響で、市民会

館や図書館、美術館などの公共施設が閉鎖となった。ま

た、2008年には夕張市の医療体制の方向性について本庁

地区にある診療所を移転する方針を検討し、地域医療ビ

ジョンが示された。

　2010年:本研究室が夕張市を対象とした研究を開始し

た。夕張市に適した集約型都市像の考察を行い、集約シ

ナリオごとの将来都市像を提案した。市内中学校が４校

から１校に合併され、生徒がバス通学になることを受け

夕鉄バスが路線再編を行った。

　2011年:2010年の研究を継続し、提案された都市像ごと

に実現される生活像についてアンケートで明らかになっ

たクオリティ・オブ・ライフ（以下、ＱＯＬ）を評価す

る8つの項目のもとに明らかにした。マスタープラン策定

委員会が発足され、夕張市の都市計画の方針や本研究室

の提案を参考とした将来都市像について協議を行った。

市内小学校が7校から1校に合併された。

　2012年:人口が少ないエリアにおいて地区レベルで都市

を集約する地区内集約が求められるとして、集約の需要

があった真谷地団地を対象に、市街地集約に向けたプラ

ンニング研究が始動した。対象住民へのアンケートとヒ

アリングにより住民が重視するＱＯＬの項目を明らかに

し団地集約の方向性を示した。都市計画マスタープラン

としてまちづくりマスタープラン（以後、マスタープラ

ン）が策定され、将来都市像に向けた中間目標を定め、

二段階での都市構造転換を行うとした。また、拠点地区

である清水沢に公営住宅を整備し、人口減少地区の住民

や市外からの通勤者を市中心部に呼び込んだ。

　2013年:研究において真谷地団地について住民へのヒア

リングを行い、住民と行政両方の意向を実現する、具体

的な移転計画を決定した。同年に移転を実行し、実際に

複数住棟を閉鎖・廃止した。

　2014年:前年に行った真谷地団地の集約事業による生活

環境・維持管理費用に関する効果の調査を行った。2012

年に引き続き清水沢に公営住宅を整備した。

　2015年:子どもや子育て世代の居場所不足の解消、小中

高校が立地し通学でバスを利用する学生も多い清水沢地

区において交通結節点の整備・強化を目的として、都市

拠点施設の計画が始動した。施設の計画にあたって大学

が市民に対しアンケート・ワークショップを行い夕張市

の拠点として求められる拠点像や機能を明らかにした。

同時期に夕張市としても庁内横断的検討会によって拠点

施設に対する方向性や機能について検討が行われた。

シューパロダムが竣工し、この影響で鹿島地区が非居住

地区となった。

　2016年:都市拠点施設における市民1人あたりの公共施

設面積の削減を図るためには機能の複合が不可欠である

とし、市民ワークショップによって機能の複合可能性を

市民や民間企業と協働で考察した。また、複合化による

公共施設の管理費削減効果を試算した。この内容を基に

都市拠点施設に関する基本計画が市から発表された。

　2017年:引き続きワークショップにて具体的な施設の配

置を計画した。また、十分な住宅供給が行われていない

ことによる社会減への対応策としての民間賃貸住宅に対

する運営補助施策の需要や効果を通勤者や市民へのヒア

リングとシミュレーションにより調査、考察した。

　2018年:立地適正化計画（以下、立適）の策定に向け

て、人口減少やまちの衰退が急速に進んでいるため2012

年に決定した将来都市像を更新する必要があるとして、

研究により複数の将来都市像を提案した。将来推計人

口、土砂災害警戒区域、公共施設立地などのデータをGIS

を用いて定量的に分析を行った。立適策定委員会を通し

て、市民と行政が都市像についての意見を交換すること

で、持続可能な都市運営を目指した。

　2019年:老朽化し利用が減少したインフラ・公共施設の

再編の効果を研究により試算した。立適が策定され、２

骨格軸３拠点の都市構造へ転換することを決定した。市

からの申し出により市内を走行していたＪＲ石勝線夕張

支線を廃線とし、代替バスの運行を開始した。

　2020年:地域コミュニティの維持に重要である町内会に

着目し、その運営状況と各地区の集会施設の利用状況を

調査、居住誘導区域との関係を考察した。都市拠点複合

施設「りすた」が竣工した。

　2021年:公共施設再編の手法と効果の研究を発展させ、

市内各施設の今後の運営方針を市と本研究室とが協働し

て決定した。また、ワークショップを通し各拠点地区の

中心エリアにおける公共施設再編のあり方を考察した。

　2022年:拠点地区に立地する公共施設の機能に着目し、

公共施設再編の方向性を考察した。2019年からの研究内

容を反映した夕張市コンパクトシティ構想、公共施設等

総合管理計画が策定された。また、市立診療所を若菜地

区に移転した。

　2023年:夕張市庁舎建設基本構想により、老朽化が進み

耐震性が低下した市庁舎を清水沢地区に移転する計画を

進める方針を示した。

　以上より、コンパクトシティ形成の大筋として、マス

タープランの策定、都市拠点の整備、地区内集約の３つ

の過程（図2）が行われていることがわかる。コンパクト

シティ形成の３つの過程では、研究による実態に基づい

た調査から今後の方向性を提案し、計画・事業が行われ

ていることがわかる。

4.経緯から読み取れるコンパクトシティ計画の要点

　図1、図2より、夕張市のコンパクトシティ計画におけ

る５つの要点を読み取ることができる。

[1]大学の研究と市による計画に関して、長期にわたって

一貫した指標や方針を採用している点：研究をベースと

した指標やマスタープランの２段階集約の方針を継続的

に提示したことにより、それぞれの主体が各過程で共通
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図 6．立地適正化計画策定に向けた取り組みにおけるサイクル
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